第2回彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会議事録
　              日時  　平成29年(2017年)7月27日(木)
10時00分～11時48分
場所  　本庁舎5階 第3委員会室       
［地域経営・地方創生推進室長］
それでは大変お待たせをいたしました。本日は、お忙しい中、ご出席をいただきまして、誠にありがとうございます。
ただいまから、第2回彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会を開催させていただきます。
初めに大久保市長よりご挨拶を申し上げます。

［市長］
皆様、改めましておはようございます。大変お忙しいところ、またお暑い中をご参集いただきまして誠にありがとうございます。日頃から市政各般にわたって深いご理解、ご協力を頂戴しておりますこと、またとりわけこの地方創生の推進に関しましてご指導いただいておりますこと、改めて厚く御礼申し上げたいと思います。

本日と次回の2回にわたりまして、総合戦略に係る各施策の平成28年度のＫＰＩを検証していただいて、それぞれの専門的知見によって各施策の評価、検証をお願いしたいと存じますので、よろしくお願い申し上げます。
まず今回は、基本目標1でございます「魅力ある安定した雇用が生まれるまちづくり」および基本目標3でございます「若者のチャレンジにより、新しい人の流れが生まれるまちづくり」に係る施策の評価をお願いしたいと存じます。
基本目標1につきましては、産業・雇用に関する施策が分類されているものでありますが、これは私の公約といたしております「活力ある産業経済政策」という柱でございまして、私が目指しております「強い彦根」を創っていくためには必要不可欠な重要な分野でございます。
また、基本目標3でございますが、これは三つの大学をはじめとします高等教育機関が立地している本市の強みを生かしまして、学生の地元企業への定着あるいは若者の起業など大学と連携した取組を行って、定住や雇用につなげていけるようにしていく施策を展開する必要があると考えてございます。
これらの施策のいずれも市単独ということではなくて、この地方創生の趣旨でございます産官学金労言、いわゆるオール彦根で取り組んでいくべきものでございまして、本日皆様から出していただきますご意見などを踏まえまして、今後取組の見直し、あるいは新規事業の検討などを行い、次年度の各種施策に反映してまいりたいと考えておりますので、限られた時間ではございますが、ぜひ皆様方から率直なご意見、ご指摘をいただきたいとお願い申し上げたいと存じます。
総合戦略の取組を効果的なものにしていくためには、この推進協議会における検証というものは重要でございますので、皆様方にはお忙しいところ恐縮でありますが、ご協力のほど、お願い申し上げてご挨拶とさせていただきます。

どうぞよろしくお願いいたします。
［地域経営・地方創生推進室長］
ありがとうございました。

なお本日は委員の6名の方がご出席いただいております。「彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会設置要綱」第6条第2項に規定する定足数を満たしており、会議が成立しますことをご報告申し上げます。

なお、議事録作成の都合上、発言の前にはマイクのスイッチを入れ、お名前をおっしゃってから発言をしていただきますように、よろしくお願いいたします。

では、同要綱第5条第1項の規定に基づき、ここからは会長に議長として進行をお願いしたいと思います。

それでは会長、議事の進行をよろしくお願いいたします。

［会長］
　おはようございます。本日はお忙しい中、ご出席いただきまして本当にありがとうございます。

  早速ですが、本日の議題、先ほど大久保市長からご説明ございましたように、「(1)  平成28年度ＫＰＩの評価について」でございます。これにつきましても先ほどございましたように、四つの基本目標を今回と次回の第3回協議会の2回に分けて二つずつ評価を行うという予定にしてございます。

  そこで今回につきましては、基本目標1「魅力ある安定した雇用が生まれるまちづくり」および基本目標3「若者のチャレンジにより、新しい人の流れが生まれるまちづくり」について評価を行うこととなっております。評価の進め方といたしましては、各基本目標に係る内部評価の結果について、市側のご説明をお聞きした上で各委員のご意見をお伺いしたいと思っております。

  なお、この場で出ましたご意見の取りまとめにつきましては、事務局のほうでお願いたいと思いますので、よろしくお願いいたします。
  それでは、基本目標のまず1番目でございますが、お手元の資料の1番に該当しますが、「魅力ある安定した雇用が生まれるまちづくり」につきまして、市側の説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。

［産業部長］
　皆さん、おはようございます。私のほうから「魅力ある安定した雇用が生まれるまちづくり」について説明をさせていただきます。着座にて説明をさせていただきます。

  資料1と書いているものの2ページ目をお開きください。「平成28年度  ＫＰＩ評価シート」と書いているものでございます。これにつきまして順番にＫＰＩの結果を報告させていただきたいというふうに思います。

  まず施策名といたしましては全部で6点ございまして、まず一つ目、「企業立地や産業集積の促進等による地元での就職環境の整備」という施策でございます。これのＫＰＩは三つございますが、まず最初に「有効求人倍率(彦根管内)」でございます。これにつきましては、彦根公共職業安定所が公表いたします彦根管内の平成28年度の数値を記載しております。こちらにつきましては非常に高い数値となっておりまして、平成28年度の目標値を達成しております。これにつきましては現在、彦根雇用対策協議会が行ないます、いろんな各種事業への補助、商工業施策の実施によりまして、雇用の確保に向けた取組を行なっているところでございます。また、平成28年度に策定いたしました「就活本」のフォローアップを進めてまいりたいというふうに考えております。

  二つ目の指標でございますが、これは「工業製品等出荷額(億円)」でございます。これにつきましては経済産業省、県、市が行ないます工業統計調査におけます各年12月31日現在の数値となりまして、公表時期の関係から平成26年の数値を平成28年度ＫＰＩ値結果としております。目標につきしましては5,907億円となっておりまして、目標を達成しております。これにつきましては現在、後述いたします工場設置等奨励条例や彦根商工会議所に委託しております地場産業等活性化支援事業によるものづくり企業支援などによりまして、製造業への支援を行なっております。この数値につきましては、世界的な社会経済情勢等や個別事業所の特殊事情等に左右されやすく、1自治体の施策展開での影響というのは限定的ではありますけれども、この新規企業の誘致や既存企業の設備投資のインセンティブを図ってまいりたいというふうに考えております。
  続きまして、「工事等設置奨励措置件数(件)」でございます。これにつきましては、平成28年度終了時までの累計数でございまして71となっておりまして、目標を達成しております。これにつきましては、この4月1日から従来の工場設置等奨励条例を企業立地促進条例ということに改正をいたしまして、より内容を拡充いたしました。今後につきましては、その制度の内容につきましてより効果的な周知を図ってまいりまして、各種企業立地施策、企業に進出していただくように進めてまいりたいというふうに考えております。

  続きまして二つ目の施策名、「起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出」でございます。これは「起業者数(人)」をＫＰＩとしております。起業者数につきましては、本市が平成27年度に策定いたしました彦根市創業支援事業計画に基づく創業支援事業によります、平成28年度の支援実績でございまして、目標は累計41件となって達成しております。創業支援事業計画につきましては、関係機関の協働等によりまして実効性を増すよう、いろいろ協議しておりますが、今後とも制度の周知内容に努め、起業希望者の後押しを進めてまいりたいというふうに考えております。
  続きまして、施策名三つ目でございますが、「地場産業の人材確保・育成および競争力強化」でございます。これにつきましてはＫＰＩが3点ございまして、「彦根仏壇産地生産額(百万円)」、「彦根バルブ産地生産額(百万円)」、「彦根ファンデーション産地生産額(百万円)」でございます。この三つの地場産業に係ります生産額につきましては、滋賀県が調査し公表いたしております滋賀県の商工業の数値を用いておりまして、公表時期の関係から平成28年度ＫＰＩ値結果は平成27年度の数値となっております。結果といたしましては、バルブに関しては255億円ということで目標を達成しておりますが、残念ながら仏壇とファンデーションにつきましては目標未達成となっております。バルブにつきましては上向きな経済状況よる設備投資の増などにより生産を伸ばすことができましたが、仏壇とファンデーションにつきましては市場の縮小や、ライフスタイルの変化等、社会・経済的な要因による需要減少によりまして、目標達成がならなかったと考えているところでございます。

  本市では、これまでから継続的に地場産業に対する支援を行なってまいりましたが、平成27年度に彦根市経済活性化委員会の審議によります答申を受けまして、「彦根市地場産業活性化基本方針及び行動計画」を策定いたしました。この方針、計画に基づきまして地場産業支援策の新設や拡充を行なってまいりますので、今後ともこの方針計画を確実に実行することによりまして、目標達成に向けた取組を進めてまいりたいというふうに考えております。
  おめくりいただきまして、施策名といたしましては、「6次産業化や農商工連携の推進による農林水産業の競争力強化」でございます。ＫＰＩにつきましては二つございまして、一つは「認定新規就農者数(人)」でございます。これにつきましては、平成28年度末の数値を示しておりますが、残念ながら6名の目標のところを5名ということで達成はしておりません。これにつきましては現在、いろんな魅力ある農業の情報発信ということで、28年度末にＰＲするための事業を実施しまして、ホームページをつくらせていただきました。これにつきましていろいろ周知を図らせていただいて、就農者を掘り起こしてまいりたいというふうに考えております。
  次に、「6次産業化に取り組む事業者数」でございますが、これにつきましても平成28年末の数値を示しておりまして、残念ながら目標が4名のところ3名ということで達成をできませんでした。これにつきましては、今後園芸栽培や6次産業化の取組を底上げするために、特産品の創出を図る「まち・ひと・しごと地域振興作物研究開発事業」を引き続き実施してまいりたいというふうに考えております。
  続きまして5番目、「人材不足の職場における人材の確保・定着への支援」につきましてでございますが、ＫＰＩは二つございます。

  一つは「福祉の職場説明会参加者のうち就職に結びついた人数(人)」でございまして、これにつきましては目標が10人のところ、12人ということで目標を達成しております。課題としましては、説明会参加者数の増加を図ること、学生の就職ニーズの把握をすること、参加事業者の取組意欲の向上を図ることということでございまして、今後につきましてはこの説明会等に参加していただく来場者数、学生を含んでですが、そういった方々を伸ばすための周知方法の工夫、見直しをしてまいりたいと思っております。また、説明会を活用して人材確保を推進しようとする参加事業者の取組姿勢の改善を進めてまいりたい。あわせて、市民を対象とする介護福祉士等の資格取得に係る助成制度を継続して実施してまいりたいと考えております。

  続きまして、「ひとり親家庭が就職に有利な資格等を取得する際に係る費用助成対象者数(人)」をＫＰＩとしておりまして、目標は5人でございましたが、結果としては9人ということで、これも達成をしております。課題としましては、対象者個々の資格取得状況等の把握ということで考えております。今後につきましては、プログラムの策定事業の充実を進めてまいりたいというふうに考えております。

  6番目の指標でございます。「観光・文化・スポーツの振興による地域活性化策の強化」ということでございます。

  まず一つ目のＫＰＩとしましては、「観光入込客数(人)」でございます。これは平成28年度の目標330万人に対しまして324万人ということで、目標を達成できておりませんでした。昨年度は目標を達成したのですが、これにつきましては観光客数実人数につきましては、平成25年との比較では増加をしておりますけれども、一人当たりの訪問地点数が減少しておりまして、観光入込客数としては伸び悩んでいるということから、一人当たりの訪問地点、彦根ではほとんど彦根城なのですが、ほかにもいろいろ行っていただくような訪問地点を増やしていく必要があるというふうに考えております。今後につきましては、彦根城だけではなく、その後の訪問地点数を増加させるため、史跡散策アプリの活用などをはじめ、市内周遊を促進するための取組を実施してまいりたいというふうに考えております。
  続きまして、二つ目のＫＰＩは「観光消費額(億円)」でございますが、これにつきましては目標が160億円でございましたが、結果としては166億円ということで目標を達成しております。これにつきましては、日帰り客での観光消費額は減少したものの、宿泊客で増加しているということで、さらなる増加策が必要であるというふうに考えております。宿泊される今後の課題および取組の目標としましては、宿泊客を宿泊させるだけではなく、飲食やお土産の購入とか体験サービスなどによります機会の充実と経済波及効果を高めるため、観光におけますコンテンツの開発や、ＰＲの充実を進めてまいりたいと考えているところでございます。

  次に「市内宿泊者数(人)」でございますが、目標値が33万人のところ、結果として39万2,000人ということで目標を達成しております。これにつきましては課題と書いておりますが、「市内宿泊者数(人)」につきましては、外国人観光客が大幅に増加しているというところに要因があるのですが、さらなる日本人観光客の増加策も必要であるというふうに考えております。今後につきましては宿泊を促すため、彦根城のライトアップ等、夜間における取組を充実するとともに、宿泊施設と連携した取組を実施していく予定でございます。また、外国人観光客の宿泊者につきましては、宿泊費の高騰などにより、大都市圏の観光を目的とした方が宿泊することのみを目的として彦根を訪れるケースが多かったのですが、こういった方が今後観光を目的として彦根を訪問されるような取組、インバウンドの充実を進めてまいりたいというふうに考えております。
  めくっていただきまして、施策名としては「観光・文化・スポーツの振興による地域活性化策の強化」でございます。ＫＰＩとしては四つありますが、一つ目は「外国人観光客数(人)」でございます。目標値につきましては8万人のところ、8万6,800人ということで目標を達成しております。これにつきましては、近年訪日外国人の増加に伴いまして、彦根市におきましても外国人観光客数が増加し、目標数値を超える結果となりましたけれども、さらなる外国人観光客の誘致が必要というふうに考えております。今後につきましては、先ほどのＫＰＩでも申し上げました同じ内容でございまして、主要な訪問先として外国人観光客に彦根へお越しいただけるよう取組を進めてまいりたいというふうに考えております。
  続きまして二つ目ですが、「外国人観光客市内宿泊者数(人)」でございます。目標数値4万人のところを4万1,300人ということで、これも目標を達成しております。課題と取組につきましては、今ほど述べました外国人観光客数と同じでございますので省略をさせていただきます。
  続きまして三つ目ですが、「歴史的風致維持向上施設の整備件数(件)」でございます。これにつきましては目標が16件で、結果としては19件でしたので評価としては「○」というふうなことでございます。課題といたしましては、歴史的風致を維持するため、持続的な取組が必要というふうに考えておりまして、今後としましては彦根市歴史的風致維持向上計画の次期計画の策定を行なって、継続的な取組を推進してまいりたいというふうに考えております。

  最後に「本市スポーツイベントへの参加人数(人)」でございますが、目標数は3万1,280人でございまして、結果としては3万9,881人ということで達成しておりますので、評価としては「○」でございますが、今後の課題といたしましては、ご承知のとおり、国体の開催に向けまして今後、県立彦根総合運動場、市民体育センター等社会体育施設設備期間中に、これだけの人を集めるための体育スポーツイベントの開催の検討が必要というふうに考えております。これにつきましては、今後、このイベントのいろんな継続開催に向けまして、開催時期や会場、内容等の計画的な検討を進めてまいりたいというふうに考えております。
  以上が一応ＫＰＩの結果でございます。

  続きまして、実際の事業の実施状況を申し上げます。まず、3分1と書いてあるところでございますが、取組名としては、「チャレンジショップ事業（空き店舗活用事業）の拡充等による起業しやすい環境の整備」ということで、これにつきましての事業の概要は、商工会議所が行いますチャレンジショップ事業に対して補助を行うということでございます。

  実施結果といたしましては、前年度継続2件分のほか、家賃補助として新規4件、店舗のうち、店舗の改装経費3件の補助を行ないました。

  今後の方針としましては、中心市街地の空き店舗対策、起業支援としての当該事業を継続して推進してまいりたいというふうに考えております。

  続きまして二つ目でございますが、「中小企業が行う国等への申請事務手続の支援」ということで、事業の概要は国等によります各種支援施策を必要とするものづくり企業に対しまして、的確に情報提供し、申請書類の作成・提出から実績報告書の作成・提出までを一貫して支援する窓口を商工会議所に設置するというようなものでございます。

  結果としましては、国、県、関係機関等への補助、支援策の情報発信として39件、国、県、関係機関との連携として説明会等への出席が5回、3地場産業組合との定期的な情報交換として情報共有および訪問が24回、モノづくり企業支援として巡回相談21件、窓口相談53件、地場産業企業訪問10回、国、県、関係機関等への補助金申請支援50件、採択19件となっております。

  今後につきましては、ジェトロがこの7月に本市に事務所を設置したこともありまして、事業効果を見極めながら事業の継続についても判断してまいりたいというふうに考えております。

  続きまして、「企業説明会の実施による地元企業への就職の促進」というところでございますが、これにつきましては若者の彦根市内企業への就職促進を図るため、彦根市内の地元企業を中心としたＰＲ用パンフレットを作成し、市内および近隣大学等に配布するということでございます。これにつきましては、先ほどもご説明させていただきましたが、「就活本」を3,500冊印刷しまして、市内大学のほか、県内、近隣府県の大学159校や関係団体等に送付し、周知を図ってまいりました。
  これは平成28年度の単年度事業でございますが、更新については今後検討してまいりたいというように考えております。
  続きまして、「仏壇職人の後継者育成支援」でございますが、これにつきましては、深刻化する職人の後継者不足に対応するため、新たに雇用する職人にかかる人件費の補助を行うというものでございます。新規就業されました対象者となる職人4人へ賃金の補助を行なってまいりました。
  今後につきましても、職人の育成状況とか不足職種を見ながら継続してまいりたいというように考えております。

  続きまして、「仏壇の技術を生かした新商品の開発」ということでございますが、これにつきましては海外市場調査や意匠開発等の彦根仏壇事業協同組合が行う事業に対して補助を行うということでございまして、結果としましては意匠開発や各種調査、展示会への出展等、仏壇事業協同組合が行います産業振興事業に対して補助を行ったもの。平成28年度は情報発信や研修、各種展示会への出展などに対して補助を行ってまいりました。
  今後につきましては、伝統的工芸品であり地場産業であります彦根仏壇の振興に係る諸事業に対しまして継続的な支援を行うということでございまして、ご承知の方もいらっしゃると思いますが、現在クラウドファンディングということで実施されておるところでもございます。また、仏壇アカデミーというのも計画中でございます。
  続きましてバルブでございますが、「産官学の共同開発により特許を取得しているビワライトの国内外への販路拡大」ということでございます。これにつきましては、事業の概要は滋賀バルブ協同組合が実施いたします地場産業新戦略支援事業を支援するということで、平成28年度におきましては、ビワライトの普及促進等のため、アメリカの展示会等に参加する事業に対しまして支援を行うというものでございます。

  結果としましては、滋賀県中小企業団体中央会の補助金を受けて行います、地場産業のブランド力を高め、地域の資源を生かした新しい付加価値を生み出し、産業の振興に資する事業に対して補助するもので、平成28年度は各種展示会や、びわ湖環境ビジネスメッセへの出展や広報活動のほか、アメリカのシカゴで行われましたＡＷＷＡ展の視察等に対して補助を行ってまいりました。
  これにつきましては、県、中央会と連携して継続的な支援を行ってまいりたいと今後思っております。
  あわせて、ビワライトにつきましては、彦根市でも水道のほうで使っていただけるというふうになっております。
  続きまして、「地元農産物を使用した地域特産品の開発を支援する取組」でございますが、事業の概要といたしましては、地元農産物の認知度を向上させるため、実行委員会方式によりまして、地元食材を利用した土産物等の開発を公募し、開発した新商品の周知イベントを行うというものでございます。
  昨年度、28年度は市特産品「彦根梨」の食べ歩きスタンプラリーイベント「ひこね梨さんぽ」を8月20日から9月4日までの16日間にわたり実施させていただきました。参加事業者は28事業者で、開発された新商品は、土産物6品、飲食メニュー47品でございまして、取り上げられたメディアにつきましては、テレビが2社で放送5回、新聞7社、ラジオ1社ということで、新たに活用された彦根梨（加工用）の消費量は、約1トンでございました。

  今後の方針としましては、イベントがおおむね好評でございましたので、本年度についても工夫を加えながら事業継続しております。あわせて「彦根梨」の選果レーンを1棟増設されますので、これに対して、市として補助をさせていただきました。

  続きまして、「ブランド化を見据え、特産品となり得る園芸作物の品目・品種の栽培技術や市場動向に関する研究事業の実施」ということでございます。事業概要につきましては、園芸作物の特産品を創出するため、プロポーザル方式によりまして実証実験等を行う品目等を公募し、提案者へ研究開発事業を委託するというものでございます。平成27年度の採択としましては、「ホワイトアスパラガスの遮光栽培による量産試験等」を行ないました。平成28年度は、これに加えまして「小泉紅かぶら・大藪かぶら」の量産試験栽培でございます。これは伝統野菜の復活事業ということでございます。それから、「コールラビ（キャベツの一種）」の量産試験等を行ないました。
  今後につきましては、この事業は平成30年度を期限として進めておりまして、採択品目のブランド化を見据え、「彦根梨」に続く特産品となるよう、栽培技術や量産体制、販売先の確保などの産地づくりを推進してまいりたいというふうに考えております。

  続きまして、「先駆的取組を行う農業者により結成されたグループが行う活動について、全国への情報発信等について支援し、若手農業人の育成を行い、市外や県外からの新規就農者の誘致につなげていく「彦根農業人育成プロジェクト」の推進」というところでございます。

  事業の概要といたしましては、先ほどＫＰＩのところでも少し触れさせていただきましたが、新規就農者を創出させるため、ホームページや広告の周知によりまして、市内の先駆的な農業者グループが若手農業人を育成指導する体制を支援するということでございます。

  28年度は、専門ウェブサイト制作ということで、スマートフォンやタブレット上で見やすい就農者向けウェブサイトを制作いたしました。その記事の内容といたしましては、特色ある生産者5名を取材し記事化するというもので、その内容につきましては下の1から5まで書いているような内容でございます。「彦根梨」の栽培、ＩＣＴ活用、彦根ホワイトアスパラ復活、「彦根はえみの会」といった取組を取り上げたものでございます。

  今後につきましては、滋賀県のまち・ひと・しごと総合戦略でございます「産業人材育成・確保のゴッドジョブプロジェクト事業」と連携いたしまして、本ウェブサイトを活用しながら、主に市内の3大学に通う大学生を対象に「農業インターンシップ制度」の周知を進め、新規就農者と市内定住者の同時確保を図ってまいりたいというふうに考えております。

  続きまして、「福祉・介護・医療職場等における人材の確保・定着への支援」でございます。

  事業概要につきましては、湖東福祉圏域1市4町の障害福祉職場におけます良質な人材確保を図るため、障害者生活支援センターが実施します介護職員初任者研修にかかります受講料等の助成や、同じく1市4町の障害福祉事業所等に一定の期間以上就労し、その後も同事業所に引き続き就労の見込める者に就労継続支援金を支給するものということでございます。

  これにつきましては、就労継続支援補助金を交付した方は3人でございまして、彦根市または愛犬4町に所在する障害福祉事業所等に6か月以上、常勤の直接支援員、介護職員として就労し、その後も当該事業所等において引き続き就労が見込める者に、一人当たり6万円の補助金を支給したものでございます。

  今後につきましては、障害福祉事業所職員は、その業務の特殊性から有資格者の採用が望ましいと考えられますが、絶えず専門性、柔軟性、精神的危機回避の管理能力を求められるため、人材の確保や就労定着がどの事業所も課題であるということで、こうした状況を改善する支援として、補助金制度を今後も実施してまいりたいというふうに考えているところでございます。
  次、下から二つ目でございますが、「「彦根市観光振興計画」に基づく官民が一体となって実践する戦略的な観光施策の推進」ということで、事業概要は、計画推進の基礎データとなる観光消費によります経済波及効果等の測定でございます。これは25年度以来、滋賀大学のほうに彦根市観光に関する経済効果測定調査を依頼いたしておりまして、その報告書を作成していただいて関係機関等へ配布しているものでございます。
  これにつきましては、基礎データでございますので、今後も経年変化を見るということで、今後も継続的に進めてまいりたいというふうに考えております。

  一番下でございますが、「市民全体で観光振興に取り組む意識の醸成や多様な主体による参画の促進」ということで、観光振興が地域の活性化におよぼす効果などについて、市民や観光事業者を対象とした講演会等の開催ということでございます。
  これにつきましては、本年3月21日にビッグバン文教の5階で経済産業省の桑原課長様にお越しいただきまして、「外から見た彦根　観光に思うこと　～彦根市出身者から見える彦根の景色～」ということで、研修会を開催させていただきました。

  今後につきましても、さまざまな研修会等を開催してまいりたいというふうに考えております。

  おめくりいただきまして、「地域の多様な関係者を巻き込みつつ、各種データ分析結果を活用した観光資源の総合プロデュースを実行する日本版ＤＭＯの（Ｄｅｓｔｉｎａｔｉｏｎ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ／Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ　Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）の確立」ということで、これにつきましては、ＤＭＯ候補法人であります「近江ツーリズムボード」に対する補助および同所で国際観光事業に従事する「地域おこし協力隊」と「地域おこし企業人」に係る経費を補助するというものでございます。

  これにつきましては、結果といたしましては「近江ツーリズムボード」が実施いたします事業に対する助成を行うとともに、平成28年10月より同所の事業に従事することとなった地域おこし協力隊1名に対する報償費および活動にかかる経費等を支出いたしました。

　なお、「地域おこし企業人」につきましては、「近江ツーリズムボード」におきまして人材確保に努めていただきましたけれども、結果的に採用ができませんでしたので、その費用については3月補正予算で減額をさせていただきました。

  今後につきましても、「近江ツーリズムボード」につきましては、地域連携ＤＭＯ候補法人として、彦根市のみならず愛知・犬上4町および米原市のエリアが範囲となっておりまして、平成29年度よりさらに国から市へ職員派遣を受け入れまして、近江ツーリズムボードとの調整に従事していただいておりますので、構成自治体等の関係者を巻き込めるよう、地域おこし協力隊員や団体への支援を行ってまいりたいというふうに考えております。

  続きまして、「「食」のコンテンツの開発・充実や「食」を紹介する情報媒体の創出」でございますが、事業概要としましては、彦根の「食」を紹介した多言語パンフレットの作成ということでございます。
  結果としましては、市内の飲食店舗等を掲載いたしました日本語1,000冊、英語3,000冊、繁体字3,000冊、韓国語3,000冊を作成いたしまして、彦根観光協会を通じて各観光案内施設、宿泊施設に配布をいたしました。
  食のコンテンツの開発および充実につきましては、地域経済振興課や農林水産課が中心となって行っておりまして、今後も連携・協力を行ってまいりたいと考えております。

  続きまして、「国宝・彦根城築城○○周年や大河ドラマ等を契機としたイベントの開催による観光客の誘致」ということでございますが、事業内容といたしましては、築城410年を迎える彦根城の歴史的財産や彦根のまちの歴史・文化財、彦根の魅力を市内外に発信することによりまして、観光客の誘致を図り、観光消費額の拡大を図る。また、平成29年1月から放送されておりますＮＨＫ大河ドラマ「おんな城主　直虎」を契機とした観点からも取組を進めるといったものでございまして、これつきましては本年3月18日に410年祭開幕を行ないました。その中で、現在、既にいろいろ進めておりまして、ＰＲ活動等を進めているというところでございます。

  今後につきましては、本年12月10日まで、彦根城内櫓や開国記念館での特別展を中心に410年祭を実施していくものでございます。また、年度ベースで90万人の入山者数を目標数値としておりまして、大手広告メディアを活用し、近畿・中部エリアへの集中的な広報宣伝を行い、誘客の促進を図っていくものでございます。

　その次でございますが、昨年の大河ドラマ「真田丸」の放送に合わせて、ドラマに登場する石田三成を紹介する特別展を彦根城開国記念館で開催するという取組でございます。
  これにつきましては、ＮＨＫ大河ドラマ「真田丸」に登場いたしました石田三成をテーマとした企画展示や、三成と縁の深い佐和山城跡についての展示を「ＭＥＥＴ三成展」と題しまして、彦根・長浜・米原の3会場で5月14日から11月30日の間、開催をいたしました。
  結果としましては、彦根のほうで約6万人程度のお客さんが新たに来場されたということでございました。

  続きまして、「「びわ湖・近江路観光圏活性化協議会」や「びわこ湖東路観光協議会」、「国宝城郭都市観光協議会」、「近江インバウンド推進協議会」など各団体との連携・協力による広域観光の促進」および次の「日本遺産や広域観光周遊ルート等、地域資源を活用した明確なテーマやストーリーに基づく広域連携の推進と観光周遊ルートのブランド化」でございます。

  これらの取組内容は同じでございまして、事業概要としましては各協議会等への負担金および会議等への出張旅費でございます。

  結果としましては「びわ湖・近江路観光圏協議会」、これは彦根、米原、長浜の3市でございます。「びわこ湖東路観光協議会」など、これは彦根、多賀、甲良、豊郷、愛荘の1市4町ですが、広域観光を目的とした各団体に負担金等を拠出いたしました。
  今後につきましては、インバウンドをはじめとした誘客宣伝など、広域での取組のほうが彦根市単独よりも効果が高いと思われるものにつきましては、それぞれ各団体と連携・協力し、広域観光を促進してまいりたいというふうに考えております。
  続きまして、「市内公共・観光・商業等施設のバリアフリー化やユニバーサルな情報を発信することで、誰もが利用しやすいまちづくりの促進」ということで、これは障害のある人や子どもの福祉を増進するため、バリアフリーマップのリニューアル化を行うというものでございます。

  これはリニューアル化を行ないまして、現行340施設を更新いたしました。内容につきましては、記載のとおり、町名記載のみ簡易地図からグーグルマップ搭載にするほか、施設外観写真のみ掲載を施設内外のバリアフリー設備写真を個別に掲載すること、また、更新作業を障害福祉主管課で行う。スマートフォン対応なしをスマートフォン対応と、こういったものでございます。
  今後につきましては、これを市民に周知するということと、観光ビジネス関連の分野へも広めてまいりたいというふうに考えております。

  続きまして、「ターゲットを意識した戦略的な情報発信や海外プロモーションの実施」ということで、これは二つございますが、事業の概要としましては、一つは多言語観光パンフレットの作成、台湾キャンペーンの実施、ＪＮＴＯを通じた情報発信ということと国際商談、展示会（ツーリズムエキスポジャパン）への参加ということでございます。
  内容はともに同じでございまして、「びわ湖・近江路観光圏協議会」におきまして、長浜・彦根・米原の四カ国語パンフレットを作成するとともに、台湾で開催されました観光展に出展いたしますとともに、3市の市長が台湾行政機関や現地旅行代理店を訪問いたしまして、トップセールスを昨年は行いました。
  今後につきましても、彦根市観光振興計画にのっとりまして戦略的な海外向けプロモーション活動を行ってまいりたいというふうに考えております。

  続きまして、このページの最後でございますが、「案内板やホームページ等の多言語化、Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備、クレジットカード取扱店や免税店の増加促進、外国語対応ボランティアガイドの充実など、外国人観光客のニーズを捉えた受入れ体制の整備」ということで、事業概要としましては、Ｗｉ－Ｆｉ拠点整備でございます。既存は7か所ありましたが、昨年はさらに3か所設置するということで、結果として現在10か所になっております。
  今後につきましては、Ｗｉ－Ｆｉにつきましては一定の整備ができたと考えておりますので、平成29年度では公共施設等についての整備は一旦終了いたしまして、他の取組項目についての推進を図ってまいりたいというふうに考えております。

  めくっていただきまして最後のページでございます。「案内板やホームページ等の多言語化、Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備、クレジットカード取扱店や免税店の増加促進、外国語対応ボランティアガイドの充実など、外国人観光客のニーズを捉えた受入れ体制の整備」ということで、事業概要としましては彦根観光協会ホームページを多言語化するというものでございまして、結果としましては平成28年度におきまして彦根市観光協会のホームページを英語、韓国語、繁体字、簡体字の4か国語に対応できますように多言語ウェブサイト作成業務を委託し、作成されたところでございます。
  今後につきましては、インバウンド対応といたましてクレジットカード決済を導入するための専用端末機の設置をされるなど、受入環境整備が進んできておりますが、今後も観光振興計画で短期的取組と位置づけられた項目の推進を図ってまいりたいというふうに考えております。

  続きまして下から三つ目でございます。「「近江インバウンド推進協議会」との連携・協力による外国人旅行者の誘客促進」。これにつきましては、最初に説明させていただきましたＤＭＯ候補法人「近江ツーリズムボード」におけます「地域おこし協力隊」と「地域おこし企業人」に係る経費と同じ内容でございますので、説明は省略させていただきます。
　続きまして、「(仮称)彦根市スポーツ推進計画の策定」でございます。事業概要としましては、本市の生涯スポーツ振興の基本方針等を明らかにいたしまして、総合的かつ計画的に施策を推進するためのスポーツ推進計画を策定するということでございまして、結果としましてはスポーツ推進計画を策定いたしました。

  今後につきましては、そのスポーツ推進計画にのっとって各種団体と連携協働しながら各施策の推進に努めてまいりたいというふうに考えております。
  最後でございます「競技スポーツの推進および競技力の向上」ということで、事業概要としましては生涯スポーツ推進の中心的役割を果たしている彦根市体育協会等に対して各事業への支援を行い、競技力の向上に努めるというものでございまして、実施結果としましては生涯スポーツ推進の中心的役割を果たしている彦根市体育協会等に対して各事業への支援実施、また、ジュニア期の競技スポーツ選手育成強化事業を彦根市体育協会に委託し、競技力の向上に努めたというものでございます。

  今後の方針としましては、市民の主体的なスポーツ活動を支援するため、引き続き彦根市体育協会等各種スポーツ団体に対して支援を行ってまいりたいというふうに考えてございます。

  以上でございます。
［会長］
　どうもありがとうございました。それでは、本シートのＫＰＩをもとに施策の評価を行います。

　事務局のほうからは、「総合戦略の各施策をより効率的・効果的なものにしていく」という視点に立ってご意見を求められておりますので、よろしくお願いいたします。

　では、皆様が評価した中で、市側の説明に出てこなかった施策の課題、または課題解決に向けた取組はございますでしょうか。あるいは、このＫＰＩの評価について、ご質問も含めてご意見をお願いしたいと思います。

　かなり多岐にわたっておりますので、少しずつ個別に考えていければと思いますが、まずは2／4ページの六つございますね。「企業立地や産業集積の促進等による地元での就職環境の整備」という、この(1)についていかがでしょうか。

  ＫＰＩ、目標に対して上回っており、全て「○」でございます。何かご意見ございますでしょうか。

［委員］
  意見というか感じていることですけれども、有効求人倍率ですが、雇用の問題というのは非常に大きな問題で、これから将来にわたって生産年齢人口は当然減っていく中で、どう雇用を確保するかということを各大学におかれてもＣＯＣ＋の取組の中で、10％プラスというような非常に高いハードルで取り組まれているのです。有効求人倍率というのは、お話もありましたけども、そのときの経済環境でかなり上下するわけでありまして、特に彦根なんかは工場関係が非常に多いので、景気がいいと上へ上がるのですけども、一度景気が悪化すると一番下へ落ちるという非常に激しい上下を繰り返しているのです。
  そういう中で有効求人倍率は非常に高いということで、それそのものはいいのかもしれませんが、ほとんどの中小企業の人材確保の面から言いますと、大手のほうへ流れていくということもありますし、都市部へ流れるということもありまして、相変わらず中小企業にとって優秀な人材を確保していくというのは、非常に厳しい状況になっており、将来的にもこれは厳しいというふうには感じております。

  だから、高いということなのですが、その辺の中身の問題に触れていくと、課題は多いというように思っております。

  もう一つは中小企業、非常に多いのですが、今一番言われているのは事業承継の問題でありまして、数十年、30年前は例えばオーナーの平均年齢が40歳としますと、今は70とか。つまり、そのまま事業承継されずに来ているという現状でありまして、現在日本商工会議所や国で進めているのは整理するものは整理をしていく、つまり、まだ体力のあるうちにＭ＆Ａをやっていくなど、そういうことで強化を図っていく。いたずらに延命するとかそういうことではなく、そういう施策に今、移行しつつあるということと、一方ではアントレプレナーというものですが、ベンチャーを育てていくことに非常に力を入れていくということなので、彦根が何を目指していくのか、例えばＩＴとかＩｏＴとかいろいろありますけど、将来性のあるものへ投資、支援をしていくというようなことが、中身に踏み込んで言えば課題であり、必要でないかなというふうに思っております。
［会長］
　ありがとうございました。ただいまのご意見もちょっと含めて、今後の施策に生かしていただければと思います。

  多分、有効求人倍率が高いといっただけで喜んでいても、本当に就職してもらえるのかというところがポイントであるということです。だから、地元に魅力的な企業があるのかということを学生さんに理解してもらって就職してもらえるかということであり、これは大学のほうでもＣＯＣ＋で結構一生懸命やっておりますが、やはり学生さんにいい企業が地元にあるかということをいかに理解してもらうのかということが一番で、その辺をどう理解してもらうのかということは、例えばインターンシップでやろうとか、そういうことで結構だと思います。インターンシップに行く前は、その企業に就職する意思はあまりないのですが、行ってみると50％ぐらいの学生があそこに就職してもいいという反応に変わっているのです。
  だから、体験するというのはいかに重要かということを我々大学でも実感しておりますので、その辺りもまた施策に反映していただければと思います。

［産業部長］
  今ほどの件でございますが、先ほど申しました「就活本」というのを作成させていただきました。これは滋賀大学の学生さんに市内の企業に取材に行っていただきまして、学生さんに手作りしていただいた中で、様々なＰＲをさせていただいているというものでございますので、それは一ついい方法かなというように思っております。

  あと、地場産業のうちバルブにつきましては、バルブ組合のほうから滋賀県立大学や、彦根工業高校のほうに講師という形で行っていただいたり、そういった学生さんを受け入れていただいたりといったこともさせていただいておりますので、今後はそういったものをより一層進めてまいりたいというふうに考えております。

［会長］
  既にいろいろな取組をしていただいているということでございますが、さらに継続して充実していただければと思います。

  ほかに何かございますでしょうか。

  ないようでしたら、次の「(2)  起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出」についてはいかがでしょう。
  起業というのは非常に難しい、かなりハードルが高いようでもありますが、ここで実際には41人の方が起業されたということになっているわけですか。
  詳細をお願いします。

［産業部長］
  もう少し細かく申し上げますと、平成27年度に23人、そのうち男性が21人、女性が2人、28年度が18人で男性が13人、女性が5人ということで、合計41人で、トータルとしましては、男性が34人、女性が7人というような形で起業していただいております。

  ただ、その後、続いているかどうかについては、今のところはまだ把握はしていないという状況でございます。

［委員］
  起業されている業種について、どういうところが多いかなど、何か傾向はありますか。
［産業部長］
  一番多いのは飲食業が多いというふうに聞いております。
［会長］
  それでは、ほかに何かこれについてはございますでしょうか。
  では、次の3番に移りたいと思います。「地場産業の人材確保・育成および競争力強化」というところで、これは彦根の3Ｂと呼ばれるといいますか、三つの事業分野についてのことでございますが、二つが残念ながら「×」という自己評価をされております。この辺りについて何かご意見ございますか。

  いかがでしょう。
  一つ、質問ですが、「社会・経済的要因による需要の減少」ということで、ファンデーションなんか書いてあるのですが、経済的にどういう要因があると考えればいいのか分かれば教えてもらえませんか。

［産業部長］
  まず仏壇につきましては、昔は大型仏壇を各家庭がお持ちになられましたが、最近は様式が変わってまいりまして非常に小型になっているほか、仏壇を持たないというお家も増えてきました。そういったものが社会的要因であるというふうに思っています。

  ファンデーションのほうにつきましては、従来からほかにもたくさんの企業がございまして、そういったものに押されてきていると思っています。

［会長］
  競争が結構激しい分野ということですか。

［産業部長］
  はい。

［会長］
  そういうことでございますが、これについて何かご意見いかがでしょう。さらに活性化あるいは向上策など、そういうご意見があればお伺いしたいと思います。

  仏壇については後のほうで取組があって、その技術をどうするか、例えば技術を伝承する人を育成する、あるいは技術を新しい分野へ展開するというような取組をされているので、そこで議論できればと思うのですが、ファンデーションやバルブもいろいろやっておられるかと思いますが、ファンデーションは何か具体的な方策というのはありますか。
［産業部長］
  ファンデーションにつきましては、市役所一階で地場産業展というのをやっておりまして、ごらんになった方もいらっしゃるかもしれませんが、美・ＲＥＩＮＥというような商品名で中国に向けて売り出していこうとしております。これは彦根で地域経済振興課の特別顧問が中心になりまして、国から様々な補助等もいただき、美・ＲＥＩＮＥという製品を作り出しまして、これを彦根市の商品として中国に向けた販売で今後稼いでいこうという形で今進んでおりまして、ファンデーションについては、この会社を中心として、市の特別顧問がそこに入り込んでいただいて、様々な補助等についても研究調査しながら、一緒に協力して進めていただいたというところでございます。

［会長］
  ありがとうございます。では、具体的に進んでおり、施策は打たれているということでございますが、よろしゅうございますか。

［委員］
  地場産業は全国的にどこも苦戦されていると思います。もともとは職人さんの世界であり、しかも手作り、家内工業的なものであるため、マーケティングや販路開拓、あるいは研究開発という面がもともと弱い分野であるため、おっしゃったように、その辺りの支援、人材育成もそうですが、そういう面を強化していかないと、これからはちょっと厳しいかなと思っております。

［会長］
  ありがとうございます。私も同様で、仏壇は先ほどおっしゃったように大きな仏壇をこれから買われるお客さんというのはかなり少ないだろうということで、仏壇そのものを小型化すると、経済的にも市場が小さくなるので、その技術をどう生かしてほかの分野をやるかということが大変重要であると思います。
  例えば、京都で提灯を作っていたところが照明のシェードに展開して、高級ホテルに納めて、そのブランド力を高めてほかのところに展開するということを取り組んでおられる例もありますので、仏壇の技術というのは多岐にわたって重要な技術で、ほかでは類を見ないと思いますので、後のほうに書いてありましたが、意匠性といったところで考えて、どの分野で展開したら一番いいかということが今後の宿題であると思います。
  これは私の勝手な感想です。

  では、この地場産業の(3)はよろしゅうございますか。

  では、次に移りまして(4)につきましていかがでしょうか。「6次産業化や農商工連携の推進による農林水産業の競争力強化」でございますが、いかがでしょうか。

  例えば「認定新規就農者数(人)」についてＫＰＩの目標値が6で、実際の値が5ということで「×」になっていますが、この5人の意見というのか、例えば何で農業を目指そうとされたのか、あるいは目指された楽しみや喜びというような話を掘り起こして新しい人に呼びかけるなど、何かそういう施策をされているのかということをお聞きしたいのですが、いかがですか。そういうことをやることによって、本当にやろうと思っている人がどこを乗り越えたら簡単に取り組めるのかといったことや、やりたいと思って悩んでいるが、本当にやった人にとってはその点については全然問題ないということなど、そういうところを発信していければいいのではないかと思うのです。若者等へＰＲするというときに、実際に取り組んで、彦根で実際に本人が始めたということ、その具体的な内容がどこにポイントがあったのかを掘り起こしたらどうかというのが私の意見でございます。
  ほかに委員の先生方、いかがでしょうか。
  はい、どうぞ。お願いします。

［委員］
ＫＰＩの対象が認定農業者とのことですが、認定ということになると、申請して認定されるということだと思うのですが、その申請者全てが認定されたのか、例えば要件的に満たさなかったから駄目だったという人もあったのか、その辺のところも教えていただきたいと思います。

［産業部次長］
  今、おっしゃいましたように、認定に際しては要件がございまして、作付面積における所得が今後どういう計画で安定して、収益があるかどうかということと、もう一つが国の補助制度であります所得補償という制度がございますので、その辺の活用が可能どうかということを市職員が聞き取りをさせていただいて、その作物を栽培する技術力も含めた中でお話を聞いて、もう少し勉強したほうがいいと思われる方については再度勉強していただくなど、あくまで相談窓口は設けさせていただいて相談を受けていますが、実際にそこまでのレベルまで達していない方や、例えばその土地を借りる段取りがまだできておらず、認定に至らなかったというケースはございます。

［会長］
  実際に取り組もうとされている方は、この数よりもっと多いということでございますね。

［産業次長］
  はい、相談は受けております。ただ、市で受けている場合と隣の県の農産普及課、また大中に農業大学校がございますので、そういったところから情報は得ております。その中で、彦根で農業をしたいという希望のある方については、窓口でご相談を受けております。
［会長］
  はい、ありがとうございます。よろしゅうございますか。

  どうぞ。

［委員］
  今、大規模農業という形で米づくりが法人化されておられます。国の政策で減反制度がなくなるということで、今現在、法人化された農業起業者が今後成り立っていかないということが、県を含めて問題になってきています。県は今、「みずかがみ」という推奨米、ブランド米について取組を進めておりますが、実質、お米を作っても儲からない、県内は大体780円ぐらいの最低賃金ですが、今の従事者の時給が340円ぐらいとなっている中、農業従事者の最低賃金がどんどん下がっていってしまう。今まで補助金含めて何とかなっていたものが赤字になってしまって、今後先行き見えないということで、この辺についてもう少し考えてほしいという要望を今、県にも上げています。

  今後、彦根市でも、様々な農地がある中、一部大きな法人による経営で農業をやっておられますが、果たしてそれがどこまで成り立っていくのか。先行きが見えてこない農業がこれから出てくるのではないかと思うのです。それぐらいの危機感を持って農業政策に取り組まないと、とんでもないことになってくる。国の方針が決まっており、補助金も全てなくなるということをお聞きしておりますから、その辺についてはもう少し情報をとっていただいて、成り立っていくような農業政策というものも考えていただきたいと思います。
［会長］
  はい、ありがとうございます。将来性も含めて検討いただきたいということでございますね。

  ほかにご意見ございますでしょうか。

  では、特にないようでしたら、次の(5)に移りたいと思います。「人材不足の職場における人材の確保・定着への支援」ということでございますが、これは二つとも「○」でございます。これはいかがでございましょうか。ご意見あればお願いしたいと思います。

　いかがでしょうか。ございませんでしょうか。

　一つは、「ひとり親家庭が就職に有利な資格等を取得する際に係る費用助成対象者数(人)」。これはＫＰＩ値が5人になっておりますが、実際にひとり親でというのは何家庭あるのか、その中で5人を目標にするのがいいのかどうかというのは、疑問に思ったのですがいかがですか。
  はい、お願いします。

［子育て支援課長］
  現在の児童扶養手当の受給者数というのは1,100人程度ございます。その中で、今回この資格認定の部分ですが、有利な資格をとることで経済的な安定を図るということを目的として助成するものでございまして、その中で希望者が大体5人から10人程度おられるということで、この数字を挙げております。

  以上です。

［会長］
  はい、ありがとうございました。具体的な数値をもとにこの5人が出ているということでございますね。了解いたしました。

  ほかにございますでしょうか。

  では、現在のこの取組の継続ということで、さらに進めていただくということでよろしゅうございますか。

  ありがとうございました。

  では、最後の「(6)　観光・文化・スポーツの振興による地域活性化策の強化」について、ご意見をお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。

  これは観光入込客数が「×」になっています。私が計算したところ、とにかく目標に対して98.18なのです。

  これは仕方がないにしても、ほかにご意見は何かございますでしょうか。

  多分、京都や大阪を目的とした観光客が、宿泊施設がなかなかとれないので、近隣の滋賀県などに泊まって向こうの観光に出かけるという形で増えているという分析でございますね。だから、もうスケジュールが決まっているのは動かせないから向こうに観光に行くことになるが、そのときにうまく「彦根に来たい」という心を植え付ける方策が必要だろうということが一つ。あるいは、泊まって時間があれば少しのぞいてみようかという魅力あるところが、泊まったときに印象深く植え付ける方策というのがもう1つということですね。

  いかがしょうか。どうぞ。

［委員］
ＤＭＯ関係を所管している関係もありますが、最近、関西ですと「美の伝説」、それから中部ですと「昇龍道」、そういうところからのアプローチが非常に多いのです。それぞれ立ち上げて、広域による取組をどのように動かしていくかというところに来ているわけですが、外国人に関していいますと、かつてない勢いで非常に伸びており、2020年に4,000万という目標値もある中で、リピーターは完全に地方を目的としている方なのです。都市部から次、地方へどうやって人を引っ張ってくるかということがこれからの重要なポイントになってきます。そういう中でせっかくゴールデンルートの好立地にあるわけですから、東北、中部、関西との結節点でもありますので、そこは誘客できる可能性は立地的にポテンシャルが非常に高いと思うので、そこでいかに広域で連携しながら引っ張ってくるかということかと思います。よって、どのような魅力で引っ張るかというところが重要なポイントになってくるかというふうに思っています。

［会長］
だから、彦根一つで頑張るよりは、この辺の地域、米原も長浜も、あるいはもう少し北のほうまで行って、北琵琶湖のあの辺を含めた広域でツアーを、2泊3日でも3泊4日でもいいのですが、そういうツアーが組めればすごくインパクトがあると思うのです。ワンポイントだけ来いというのはなかなか来にくいかなと思います。

京都へ行く人が泊まったとしても、パンフレットをもらって次行ってみたいと思うことで、先ほど言われたように次は地方、どこへ行くか、こういう情報があるから来るというふうに仕組むことですね。少し長期戦略になるかもわかりませんが、その辺があればかなり将来的に望めるのではないかと思います。
ほかに何かご意見ございますか。

お願いします。

［委員］
ＫＰＩについて伺いたいのですが、ホテル全室に対して何％泊まっているかということは把握されていますか。彦根市内でホテルの室数が何室あって、そのうち埋まっているのはどれだけというような相対的指標も必要ではないかと思います。ホテル数が増えて稼働率が低くても人数が伸びている場合もあると思うので、趨勢を見るには稼働率、部屋がどのぐらい埋まっているかということを把握し、これがよくなってくるとホテルも増えてくるのではないかと思います。これは人数だけでは捉えづらい感じを受けます。

前回も質問しましたが、これは自分の単なる印象かもしれないのですが、例えば工場などがあって外国人でも仕事で来ている方もいるのではないかと思うのです。観光が注目されるのは分かるのですが、一方で企業の研究所等も割合あって、そこへ外国人が研修や、情報収集に来ているというケースもあるのではないかと思うのです。そのあたり、観光だけではなくて、こういった知的な集積についても捉えられていたらいいなと思いました。
以上です。

［会長］

ありがとうございます。学会等を誘致すると、結構人数が集まって経済効果があるというふうにも言われています。

例えば、私が参加しているのは2泊3日で大体春と秋にありますが、3,000人ぐらい集まるのですね。そうすると、大体1億ぐらいの経済効果があると言われています。それを地方に売り込んでイベント補助金を市からもらうなど学会は結構工夫しています。

だから、そういうものを誘致するというのも一つの手かもわかりません。

あと一つ、これは悲観的な話ですが、今日の朝ニュースでやっていましたが、スペインのバルセロナは観光客が来過ぎて困って、観光客は来なくていいという市民がいるぐらいで、大変なことになっているという放送をやっていました。

私は京都出身で京都もたまに帰ると観光客が多過ぎて、四条通などは、夜、歩いたら日本語が聞こえないですね。それと、ごみの問題が深刻になっているということで、住んでいる人にとっても喜ばしい政策というのを考えていかないと、ただ単に来てもらうだけでは、住んでいる人にとって本当によかったのかということが問題になると思うので、そこの手当てもよく考えておかないと、これだけいい風光明媚で静かな町の彦根のよさがなくなったら元も子もないなというのが私の感想です。

ほかに何かございますでしょうか。

お願いします。

［委員］
「歴史的風致維持向上施設の整備件数(件)」、19件とありますが、主な内容を教えていただけたらというふうに思います。

［都市計画課長］

歴史的風致維持向上計画というのがございまして、これは平成20年に制定されました通称歴史まちづくり法に基づいて彦根市が定めた計画でございまして、事業期間は平成29年まで、区域は主に城下町中心の約400ヘクタールでございます。

ご質問の主な取組事業といたしましては、尾末町等の案内サインの設置のほか、辻板所の整備、これは文化財課のほうで整備していただいているのですが、そういった施設の整備でありますとか、池田屋敷の修理保存の整備等を実施しております。
あと、昨年度重要伝統的建造物保存地区として指定されました花しょうぶ通でありますとか、それに伴いまして都市計画道路を廃止し、それに伴う代替として防災の公園を設置するといったような様々な施設の整備、または管理に関する事項を定めているのが代表的なものでございまして、これは彦根市歴史的風致維持向上計画という冊子の中でいろんな項目を定めているようなことでございます。

代表的にはこういったことでございます。
［会長］

よろしゅうございますか。

［委員］

はい。
［会長］

ありがとうございました。ほかに何かご意見ございますでしょうか。

［委員］

何日か前に滋賀大でしたか、学生さんが観光客を対象にアンケートをとられた結果、案内表示等が分かりにくいといったような調査結果が、ネットの新聞に出ていたと思うのですが、そういったところで今後案内表示等の工夫をされるといったようなことは、何かお考えはあるのでしょうか。

［会長］

いかがでしょう。

［観光企画課長］

今、お話に出ましたのは滋賀大さんが発表されたお話ですけれども、今年度に入りましてからも大学連携という形の中で、6月にはオーストラリアのディーキン大学というところから学生さんがいらっしゃいまして、いろんなことを研究されました。その中の一つとして彦根市の観光についてのお話もしていただきました。その中で、どういう課題があるかということもしていただきました。

その中にも例えば観光案内所等の情報が余りにも多過ぎて分かりにくいですとか、今のお話にあります表示が少し分かりにくいというふうなご指摘もありましたので、私どもふだん住んでいる日本人から見た目だけではなくて、外国の方が感じられるようなことは参考にさせていただきたいと考えておりますので、今言っていた表示のこととか参考にさせていただきます。
［会長］

ありがとうございました。ぜひ参考に今後に生かしていただければと思います。
時間が結構かかっておりますので、1番目は以上とさせていただきたいと思います。

それでは、次の3の基本目標ですね。「若者のチャレンジにより、新しい人の流れが生まれるまちづくり」につきまして、まずは市からご説明をお願いしたいと思います。資料2でございます。よろしくお願いします。

［企画振興部長］

改めておはようございます。どうぞよろしくお願いします。

座って説明させていただきます。

資料2でございます。基本目標3の「若者のチャレンジにより、新しい人の流れが生まれるまちづくり」でございます。これにつきましては、若者定着・移住部会のほうが担当させていただいております。この部会では、本市に若者である学生が多数在学していることから、学生の人材育成やスキルアップを支援し、学生がチャレンジできる環境整備を支援するなど、若者がチャレンジできるまちづくり、また若者世代を対象に市の魅力を発信し、移住を促進する仕組みを構築するなど、本市の移住策を進めているところでございます。
施策は三つでございます。一つ目の施策は「市内大学をはじめとした高等教育機関等との連携強化」でございます。ＫＰＩは「市内3大学新卒者の県内就職率(％)」と「市内3大学新卒者の市内就職率(％)」でございまして、これはそれぞれ毎年度の卒業生の数値をとっておりまして、平成31年度に25.5％と6％をそれぞれ目標としているところです。
まず、高等教育機関等との連携にかかります一つ目のＫＰＩ数値は、「市内3大学新卒者の県内就職率(％)」でございまして、平成28年度の目標数値は24.4％で、平成28年度の実績数値が22.1％でありまして、これは達成できておりませんでしたので、評価が「×」となっております。

課題としましては、評価が「×」でございますので、産学と連携して若者の定着支援策を引き続き実施していく必要があると考えております。課題解決に向けまして3大学に対しまして、雇用対策協議会が作成しました「就活本」の配布や、彦根地区合同企業面接会の実施、また彦根市役所就職説明会の実施でございます。合同企業面接会は昨年度でいいますと10月6日と3月9日にマリアージュで開催し、参加企業数がそれぞれ42社と43社、参加者数がそれぞれ37人と103人という結果でございました。今年は草津のまちづくりセンターで7月第2週の日曜日に開催予定でございます。そのほか、今年からできました滋賀大学のデータサイエンス学部との連携によりましてビッグデータを活用し、学生の意向調査等ができればと考えているところです。
もう一つのＫＰＩ数値の「市内3大学新卒者の県内就職率(％)」につきましては、平成28年度の目標数値が4％で、実績数値が4.3％でありまして、達成はできておりますので「○」となりました。

課題としましては、実績は達成しているものの低い数値でございますので、県内就職率と同様に、引き続き若者の定着支援策を実施していく必要があると考えておりまして、課題解決に向けましては「就活本」の配布や、合同企業面接会、就職説明会、データサイエンス学部との連携を進めてまいりたいと考えているところです。
次に二つ目の施策の「起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出(再掲)」でございますが、これは先ほどの基本目標1の「魅力ある安定した雇用が生まれるまちづくり」の施策と兼ねております。そういったことで再掲としておりますので、説明は省略させていただきます。

三つ目の施策の「移住策の推進」でございます。ＫＰＩは毎年度の12月31日時点での「社会増減数(人)」と当該年度中におけます「移住施策による市外からの移住者数(人)」で、平成31年度に100人と200人をそれぞれ目指しております。
一つ目の移住策に係りますＫＰＩは「社会増減数(人)」で、平成28年度の目標数値は100名の増加で、実績値は148人の増加でございましたので、評価は「○」となっております。年度の達成はできているものの、人口要素につきましては大変流動的でありまして、誘導施策を継続していくことが必要であると考えております。このため、現在本市と連携しております滋賀銀行、また滋賀中央信用金庫との住宅ローンの融資制度の活用促進や、昨年度10月から赴任しております地域おこし協力隊と協力して移住策の推進をしていくこと、また市の魅力をシティプロモーションで発信していることや、410年祭のＰＲとあわせて移住ＰＲをしていくなどの情報発信にも力を入れていきたいと考えております。
二つ目の移住策に係りますＫＰＩは「移住施策による市外からの移住者数(人)」でございまして、平成28年度の目標数値が52名、実績は12名であったため、これは達成できずに評価は「×」となっております。移住策施策を平成28年度の10月から開始したということも達成できていない要因の一つであると考えております。

課題といたしましては、若者にとっての魅力ある仕掛けづくりと都市部での移住促進ＰＲを進めていくということです。問題解決のために地域おこし協力隊と協力して移住施策推進移住ツアーの実施、ＮＰＯ等が行う首都圏での移住フェアでのＰＲ、「ここ滋賀」の活用、ふるさと回帰支援センターの滋賀県専属職員との連携強化や新規転農者向けのホームページの立ち上げによる、農業起業者向けのＰＲも行なっています。
次に事業の実施状況でございます。次のページでございます。
まず、施策に係ります事業の実施状況でございますが、一つ目の「（仮称）ファブラボ彦根の設置に向けた検討」でございます。これは「地場産業等振興対策事業」でファブラボ彦根に立ち上げに向けた検討を行いました。予算額が162万円で、決算額は10万7,180円でございました。行政が設置した山口市と民間が設置したファブラボ太宰府を視察し、その結果、民間主導で設置していくべきものとの判断に至り、設置提案があった場合のかかわり方について、今後検討していくこととなりました。
次にあります三つの取組の実施状況ですが、この三つは「まち・ひと・しごと移住推進事業」で3事業を実施しております。
2段目にあります「お試し居住制度など、住まいの確保支援」でございますが、移住希望者への家賃補助でありまして、最長2年間補助を行うものでございます。予算額が62万円、実績額が46万円でございました。交付決定件数は8件、今後の方針としましては交付要綱を再度見直すことによりまして、より効果的なものとすること、市外へのＰＲを強化していくことと考えております。

3段目にあります「三世代同居世帯や多子世帯等、特定の世帯を対象とした移住支援」でございますが、これは移住希望者への住宅取得費補助でございます。18歳以下の子どもが3人以上いる世帯、または3世代同居が対象世帯となっております。予算額が100万円に対しまして実績がゼロということになっております。

住宅新築となると個人にとりましては大変大きな出費でございますので、昨年度は実績がありませんでした。これも家賃補助と同様に交付要綱を再度見直すことによりまして、より効果的なものとなるようにすること、また市外へのＰＲを強化して移住促進につなげたいと考えております。

最後、三つ目の「地域おこし協力隊など外部人材の活用」でございます。これにつきましては、地域おこし協力隊の導入でございます。平成28年10月から就任してもらっております。予算額は305万5,000円に対しまして、実績が150万7,796円でございました。これがほとんど今の協力隊員の報償費でございまして、首都圏での移住フェアへの参加費用も含まれております。移住コンシェルジュとして移住相談の対応やポータルサイトへの情報発信、また移住フェアへの参加をしてもらったところです。
今後も引き続き情報発信に努めてもらい、移住ツアーの実施や地域への移住者とのコーディネートなどの新たな試みで移住を推進してもらう予定でございます。

以上でございます。

［会長］

ご説明ありがとうございました。それでは、評価に移りたいと思いますが、まず「(1)　市内大学をはじめとした高等教育機関等との連携強化」というところで、これについてはいかがでしょうか。ご意見あればお伺いしたいと思いますが。

一つ、滋賀大学に新たに設置されたデータサイエンス学部との連携によるビッグデータ活用の検討ということでございますが、何かご意見ございますか。

［委員］
  意見としまして「市内3大学新卒者の県内就職率(％)」および「市内3大学新卒者の市内就職率(％)」というのは大事ではあると思うのですが、あまりそれだけにこだわるのはどうかと思います。
  例えば、県内ですと他の市町に行くこともあるし、あるいはほかの市から就職ということもあるし、魅力的な産業があればほかの県から来ることもあるから、中から中だけ見ているのは少し問題かと思います。引き止めるというイメージが消極的に感じます。数字はほとんどないかもしれませんが、彦根市に移住してきている方が学生に限らず、彦根に仕事があって来ている場合もあると思うので、そういう要素も入れないといけないかなと感じました。

［会長］

ありがとうございました。よろしゅうございますでしょうか。

大学でもＣＯＣ＋をやっていて、県内就職率をカウントするのにどこの企業に就職した、その企業の本社がどこに所在するかによって、その本社のある土地でカウントしています。それだけカウントしていて本当にいいのだろうかということで、実際に工場とか研究所、事業所が県内あるいは彦根市にあり、そこに勤務しているかカウントしないといけないということで、そのベースで見ればどうなるかというところも考えたほうがいいのではないかということです。だから、ここにおいてもどのようなベースでカウントされているかよく分かりませんが、文部科学省の調査どおりに本社の所在地だけでカウントすると、分析を誤るような気がします。
ただ、その辺も実態の数値をもう少しどのようにとらえるかもご検討いただければという気がします。
とにかく大学と企業あるいは市町と連携して地元をもっと活性化、地域創生を頑張っていかないといけないというのは、我々も肝に銘じて取り組んでいるところでございますので、ぜひ連携させていただければと思います。

ほかに何かございますでしょうか。

お願いします。

［委員］

市内で就職ということも非常に大きい命題であると思いますが、なかなか現状の中で簡単ではないと思うので、例えば市内大学に限らず、他府県から若者を呼んでくるという意味からも、何か特色を打ち出さないといけないと思います。
例えばベンチャーに手厚い施策を打ち出すと、他府県でもそういうものを目指す若者が入ってくるということにもつながるので、そこへ住居の手当も関連してくるほか、起業者数も増えてくるので、何か特色、施策、メニューを打ち出して市内大学だけに限らず人を呼んでくるようなものを打ち出さないと、なかなか簡単ではないと思っております。

また、ふるさと回帰支援センター、東京にあって都道府県分室もありますが、最近は都市部で就職セミナーをやるといったことも草津をはじめ各地でやり始めておりまして、いろんなところの支援を受けるわけですが、一方で都市部も人材が非常に不足しておりまして、都市部の大手企業が支度金まで付けて地方へ人材を取りに来ているという実態も最近報道されておりますので、本当に人材確保の厳しい時代に入ってきております。よって、様々な施策、メニューを打ち出して、将来に向けた企業家も育てる意味から打ち出していかないと厳しいという気はします。

［会長］

ありがとうございます。もう少し大々的にシリコンバレーのミニチュア版みたいなのを作っていくというのも一つかと思いますが、その辺はすぐにはできないですが、協力してそこに行けば様々な情報が集まっており起業する環境がある、なかなか難しいかもわかりませんが、そんなイメージが何かできないかという気がします。
あと、彦根市役所で説明会と書いてありますが、例えば市役所の中でインターンシップをさせるなど、もっと仕事の内容が分かって、もっと人が集まるという仕組みも考えてはどうかと思います。

では、(1)は以上としまして、次に「(2)  起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出(再掲)」です。それと「(3)  移住策の推進」ということで、この二つについて一緒にご意見をいただければと思います。既に一部はいただいておりますが、何かございますでしょうか。

移住をするというのは、後のほうでもありますけども、実際に2年間までは補助を出して仮に住んでいただくという施策もされているので、かなりいいかなと思いますが、実績が8件ということで、制度の評判はいかがなのでしょうか。
［企画課長］

住宅の家賃の補助については、実施しているのは県内では本市のみでございます。よって、問い合わせは非常に多い状況です。今年度も相談者が多いということもあり、6月補正で増額をしております。
［会長］

ありがとうございます。

「社会増減数(人)」というのは、市の中に入ってきた人数が148人ということですか。

［企画課長］

これは転入してきた人と転出した人を差し引きして、増加か、減少かという見方をするものでございます。

［会長］

それと移住者との関係はどういうことになりますか。

［企画課長］

そこが掴めないので、こういうＫＰＩ数値で単純に転入転出の差で増減を見ているのと、移住者についてもなかなか読みきれないので、移住施策による移住者という形で移住者をはかっているという形でございます。

［会長］

分かりました。施策を使って入ってきた人がどれぐらいいるかということですね。これが施策の効果ですね。
それと、その3世代あるいは18歳以下の子どもに3人以上いる場合は補助金が出るという施策がございましたが、この辺はいかがですか。委員の先生方、何かご意見ございますか。
私の意見としましては、3人子どもがいるというのは世帯数にすれば少ないから、結構厳しい条件かと思ったのですが、その辺も今後見直すポイントかというふうに思いました。

ほかに何かございますでしょうか。

では、この基本目標3の全体について何かございますか。よろしゅうございますか。

では、以上で基本目標3について議論を終えたいと思います。ありがとうございました。

続きまして議題の「(2)　その他事務連絡事項等」でございますが、事務局より何か連絡事項がございましたらお願いしたいと思います。
お願いします。
［地域経営・地方創生推進室長］
事務局より1点お願いをさせていただきます。本日の会議の資料が当日となりまして、誠に申し訳ございませんでした。次回の会議の資料を用意しておりますので、本日お帰りの際にお渡しさせていただきますので、当日までに一読をしていただきますと幸いでございます。よろしくお願いいたします。

以上でございます。

［会長］
はい、ありがとうございます。それでは、これをもちまして本日の次第にありました議題の審議は終了いたしました。

この際でございますが、何か委員の先生方からご質問、ご意見がございましたらお受けしたいと思いますが、いかがでしょう。
よろしゅうございますか。じゃ、ないということでございます。

何もないようでございますので、本日の会議は、これにて終了いたします。

ありがとうございました。
(終了)
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